
一  般 質 問 通 告 書 
 
令和 8 年恵庭市議会第 3 回定例会において次の一般質問を行なうので、会議規則第 62 条第 2 項

の規定により通告します。 
  令和 8 年 9 月 8 日 
                             恵庭市議会議員 新岡 知恵 

恵庭市議会議長 川原 光男 様 
 ページ ３～１ 
 一 問 一 答 （ 有 ） 質問所要時間（ ８０ 分） 

大  項  目 １、太陽光発電施設 

小  項  目 質    問    の    要    旨 

施設の適正管理につ

いて 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 近年、再生可能エネルギーの普及が進み、本市においても民間事業者に

よる太陽光発電施設が設置されています。太陽光発電は、脱炭素社会の実

現やエネルギーの確保という観点から重要な役割を担う一方、施設の設置

後における維持管理が適切に行われなければ、地域住民の生活に関わる問

題につながる可能性があります。 
国の「事業計画策定ガイドライン」においても、太陽光発電事業者に対

して、保守点検・維持管理計画の策定や実施体制の構築、事故発生時の対

応などが求められています。 
しかし、ここで重要なのは、国の制度が存在することだけではなく、実

際に市内の施設が適切に管理されているのか、また、問題が発生した場合

に市として実効性のある対応ができるのかという点です。 
 市は、既に設置されている太陽光発電施設について、雑草等の管理や  
フェンス・柵の維持管理、パネルや架台等の破損状況などについて、現地

確認や事業者への照会を行っているのか伺います。 
 また、これまでに市に対して、太陽光発電施設の管理状況について市民

から寄せられた相談や苦情等があれば、その内容と市の対応について伺い

ます。 
 最後に、市としても太陽光発電施設におけるガイドラインを策定するべ

きと考えますが、市の考えを伺います。 
 

※議会申合せ事項第１４条（抜粋） 
 １．理事者から充分な答弁が得られるようできるだけ具体的に記入して下さい。 
 ２．通告にない事項の質問は、出来ません。 
 
 
 
 



 氏 名  新岡 知恵 ページ ３～２ 

大  項  目 ２、第 10 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

小  項  目 質    問    の    要    旨 

介護人材確保につい

て 
 
 
 
 
 

全国的な介護人材確保は、介護保険制度の存続に関わる喫緊の課題で

す。令和 7 年第 3 回定例会において、介護人材確保対策として補助金制度

の創設など一般質問で求めた際に、来年度を始期とする第 10 期介護保険

事業計画に向けて検討したいとの答弁でした。 
今年度における介護人材確保への取組と、次期計画策定に向けた人材確

保策への検討状況について伺います。 

大  項  目 ３、障がい福祉計画 

小  項  目 質    問    の    要    旨 

（１）地域生活支援

拠点等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）緊急時電源供

給装置について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 障がい者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、緊急時の対応や施設・

病院等からの地域移行の推進を担う地域生活支援拠点等（以下、拠点等と

いう）については、2024年 4月 1日から障がい者総合支援法に位置づけ

られるとともに、その整備に関して市町村の努力義務が設けられました。 

 恵庭市においては、恵庭市障がい者地域自立支援協議会での検討などを

経て、今年度中の拠点等の整備を行うとの委員会報告がありました。 

 整備の目的である①緊急時の迅速確実な対応 ②地域移行・自立の推進

における検討状況について伺います。また、整備における課題について伺

います。 

 

日常生活用具給付等事業は、障がい者等の日常生活がより円滑に行われ

るための用具を給付又は貸与すること等により、福祉の増進に資すること

を目的としており、障害者総合支援法に基づき、地域生活支援事業の必須

事業として基礎自治体が実施主体となっています。 

 緊急時電源供給設備については、胆振東部地震時の全道的なブラックア

ウトを踏まえて、人工呼吸器などを使用している障がい者にとって生命維

持に関わる不可欠な用具となっているため、その補助額の見直しがされて

いる近隣市もあると認識しています。 

 恵庭市は、耐用年数5年間としたうえで5万円を上限補助額としていま

すが、実際に購入するにはその額を大きく上回ります。補助額の見直しを

するべきと考えますが、市の考えを伺います。 

  

 

 
 
 



 氏 名  新岡 知恵 ページ ３～３ 

大  項  目 ４、不登校支援 

小  項  目 質    問    の    要    旨 

健康診断について 
 
 
 
 
 

学校における健康診断は、学校保健安全法に基づき義務付けられていま

す。しかし、学校医が主に学校で行うことが多いため、登校できない児童

生徒は受診が難しいのが現状です。 
不登校の小中学生は全国で 35 万人を超し、市内の不登校児童生徒も高

止まりの状況です。これまで不登校の施策は学びの機会確保が主でした

が、健康確保の視点も不可欠です。不登校で学校健診を受けていない子が

希望すれば、学校医の医療機関で無料で健診を受けられるようにするな

ど、健康を守る仕組みを設ける必要があると考えます。 
市内における不登校児童生徒の健康診断の実施状況と、学校で健診を受

けられない児童生徒への対応について伺います。 
 
 

 
 
 



 



 



 



 

 

一 般 質 問 通 告 書 

 

令和８年恵庭市議会第３回定例会において次の一般質問を行なうので、会議規則第

６２条第２項の規定により通告します。 

 令和８年９月８日 

                    恵庭市議会議員 武藤 光一 

恵庭市議会議長 川原 光男 様 

 ページ １～１ 

 一問一答 （有・無） 質問所要時間（３０分） 

大  項  目 一般行政について 

小  項  目 質    問    の    要    旨 

消防組織風土改革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

恵庭市消防組織風土改革プログラムは、令和３年度から令和

７年度までの５年間が実施期間と認識しておりますが、現時点

での進捗状況についてお伺いします。 

※議会申合せ事項第１４条（抜粋） 

 １．理事者から充分な答弁が得られるようできるだけ具体的に記入して下さい。 

 ２．通告にない事項の質問は、出来ません。 



一 般 質 問 通 告 書 
 

令和８年恵庭市議会第３回定例会において次の一般質問を行なうので、会議規則第

６２条第２項の規定により通告します。  

  令和８年９月８日  

                  恵 庭 市 議 会 議 員  澁 谷 敏 明  

恵庭市議会議長 川 原 光 男  様  

 ページ ２ ～ １  

 一 問 一 答 （ 有 ・ 無 ）  質 問 所 要 時 間（  ５０ 分）  

大  項  目   一般行政について  

小  項  目  質    問    の    要    旨  

本市における就労

継続支援事業所の

現状と今後の就労

支援のあり方につ

いて  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就労継続支援事業所は、障がいや難病などにより一般企業で働

くことが難しい方に対して、働く場や就労に必要な訓練などを提

供する障がい福祉サービスであります。  

就労継続支援事業所には、雇用契約を結び最低賃金が保障され

るＡ型と、雇用契約を結ばず工賃という形で報酬が支払われるＢ

型があり、近年では特にＢ型事業所の利用ニーズが全国的に高ま

っているものと認識しています。  

一方で、事業所数や利用者の増加に伴い、利用者一人ひとりの

希望や能力に応じた支援が十分に行われているのか、また、就労

や社会参加など、本人が望む次のステップにつながっているのか

という支援の質についても考える必要があるのではないかと考

えています。  

そこで本市における就労継続支援事業所の現状と今後の就労

支援のあり方について、以下の点についてお伺いいたします。  

 

１．Ａ型、Ｂ型それぞれの事業所数と利用者数、近年の利用者数

の推移について  

２．現在の就労継続支援事業所について、利用実態など本市にお

ける支援の現状の認識について  
 



  氏 名  澁 谷 敏 明  ページ ２ ～ ２  

大  項  目   一般行政について  

小  項  目  質    問    の    要    旨  

子ども（小中学生）

の校外活動等に対

する支援について  

 

 

 

 

 

子ども（小中学生）の健全な成長のためには、学校における活

動の他にも、スポーツや学習、文化活動などの校外活動に取り組

むことは、新たなことへの挑戦や知識・興味を深めること、友人

や地域の人とのつながりを構築するなど、子どもたちにとって大

切な機会であると考えます。  

 しかし、校外活動の多くには、入会金や月謝、用具代、交通費

など一定の費用が発生し、家庭の経済状況によっては、子どもの

校外活動における「機会の格差」が生じている現状も存在してい

ると認識しています。  

 そこで、子どもの校外活動等に対する支援に関して、以下の点

についてお伺いいたします。  

 

１．家庭の経済状況により生じる格差の解消について  

２．本市「子どもの生活・学習支援事業」の事業実績について  

 

※議会申合せ事項第１４条（抜粋）  
 １．理事者から充分な答弁が得られるようできるだけ具体的に記入して下さい。  
 ２．通告にない事項の質問は、出来ません。  


